
	様式１
	受付番号
	




共同技術開発申請書

令和　元年　　　月　　　日

長崎県工業技術センター

所長　　橋本　亮一　様

申請者　　　住　所


　　　企業名


　　　代表者　　　　　　　　　　　　　印

　長崎県工業技術センター共同技術開発取扱要領第３条により、下記のとおり共同技術開発を申請します。

記

	１．技術開発課題
	

	２．目的内容
	

	３．期間
	　令和　元年　　月　　日（希望）～ 令和　　年　　月　　日（予定）

	４．主たる
　　担当者
	　氏　名
　TEL　　　　　　　　　　　　　FAX　　　　　　　　　　　　

	５．主たる共同
　　研究者の
　　希望
	　基盤技術
　　　　　　部　　　　　　　　科　　　　　　　氏を希望します。
　応用技術

	６．その他
	・派遣研究者の人身事故の責任は問いません。

・共同技術開発の推進については、「長崎県工業技術センター共同技術開発取扱要領」を遵守します。

・共同技術開発終了後、この技術開発課題と申請企業名ならびに工業技術センターの研究担当者名が、事業報告書に公表されることを承諾します。


様式２

共同技術開発承諾書
令和　元年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　様

長 崎 県 工 業 技 術 セ ン タ ー

所　長　　　橋本　亮一　　　印

　令和　元年　　月　　日 付けで申請のあった下記については、注意事項を遵守していただき長崎県工業技術センター共同技術開発取扱要領第４条により、共同技術開発を承諾します。

記

	受付番号
	

	技術開発課題
	


（注意事項）
１．新たな技術ノウハウの活用
　共同技術開発の実施によって得られた新たな技術ノウハウは、申請者が事前に特に制限しない限り、工業技術センターの技術相談、設備開放および依頼試験その他技術支援の業務において活用できるものとする。
２．共同研究への切り換え
　共同技術開発に関連して高度な技術ノウハウが生じるなど、共同技術開発で取り扱う範囲を超えることが想定されるときは、協議の上、長崎県産業労働部試験研究機関共同研究実施要領による共同研究に切り換えて実施することができる。
３．研究成果のとりまとめ
　共同技術開発申請者は、本共同技術開発終了後、速やかにその研究成果の概要を報告書としてとりまとめ工業技術センター所長に対して提出するものとする。
４．事業報告書における公表

　共同技術開発終了後、この技術開発課題と申請企業名ならびに工業技術センターの研究担当者名は、その年度の工業技術センター事業報告書に公表するものとする。

５．その他
　上記で定めるもののほか、その他必要な事項は別途協議して定める。

様式３

共同技術開発終了報告書
令和　元年　　　月　　　日

長崎県工業技術センター
所長　　橋本　亮一　様

住　所

企業名

代表者　　　　　　　　　　　　　　印

　令和　元年　　月　　日付をもって申請した受付番号　　　の共同技術開発については
令和　　年　　月　　日に終了しましたので下記のとおり報告します。

記

	１．技術開発
　　課題
	

	２．結果
	

	３．共同研究者
	科
	印

	４．企業担当者

　　所属・氏名
	
	印

	
	
	印


（令和元年６月１日　改正版）

